
消費税の転嫁状況に関するサンプル調査の結果について 

 

令和５年１月 

経 済 産 業 省 

１．調査概要 

 ・調査手法 書面郵送調査 

 ・調査時期 令和４年１１月１日（火）～１１月１５日（火） 

 ・対象事業者数 ４０，０００者 

※対象事業者の従業員規模分布、業種分布については（別添（１））参照。 

※株式会社 東京商工リサーチに登録されている事業者を対象に実施。 

   ※総務省「平成２８年経済センサス」における、従業員規模分布、業種分布に基づき、無作為抽出。 

 ・回答事業者数  ９，８３２者 （回収率：２４．６％） 

※回答事業者の従業員規模分布、業種分布については（別添（２））参照。 

 

２．調査結果 
 

事業者間取引（ＢtoＢ） 
 

① 転嫁の状況 

消費税率の引上げに関する転嫁の状況については、93.1％（8,111 社、前年度比＋

4.5pt）の事業者が「全て転嫁できている」と回答した。他方、「全く転嫁できていない」

と回答した事業者は 1.6％（139社、前年度比▲0.3pt）であった。 

また、「一部転嫁できている」と答えた事業者は、3.2％（279社、前年度比▲0.6ポ

イント）で、「経営戦略上、転嫁できなかった場合など」と回答した事業者は、2.1％(183

社、前年度比▲3.5ポイント）であった。 

業種別に見ると、「全て転嫁できている」と回答した事業者の割合は、運輸業、郵便

業が最も大きく 97.8％。次いで、建設業が 96.9％、卸売業が 96.8％という結果になっ

た。 
 
 

 

 

Ｎ＝8,712 合計 

全 て転嫁

で きてい

る 

一部転嫁で

きている 

全く転嫁で

きていない 

その他（経営戦略

上、転嫁できなかっ

た場合など） 

全体 100.0（％） 93.1(％) 3.2(％) 1.6(％) 2.1(％) 

（従業員規模別） 

5人以下 100.0（％） 92.7(％) 3.5(％) 1.8(％)  2.0(％) 

6～20人 100.0（％） 93.6(％) 3.0(％) 1.4(％) 2.0(％) 

21～50人 100.0（％） 93.7(％) 2.3(％) 1.5(％) 2.4(％) 

51～100人 100.0（％） 94.0(％) 2.6(％) 0.9(％) 2.6(％) 

101～300人 100.0（％） 91.4(％) 4.1(％) 1.0(％) 3.6(％) 

不明 100.0（％） 90.3(％) 3.2(％) 2.2(％) 4.3(％) 



（業種別※２） 

 

 

Ｎ＝8,712 合計 

全 て転嫁

で きてい

る 

一部転嫁で

きている 

全く転嫁で

きていない 

その他（経営戦略

上、転嫁できなかっ

た場合など） 

製造業 100.0（％） 96.0(％) 2.4(％) 0.9(％) 0.7(％) 

建設業 100.0（％） 96.9(％) 2.2(％) 0.3(％) 0.6(％) 

運輸業、郵便業 100.0（％） 97.8(％) 0.4(％) 0.4(％) 1.3(％) 

卸売業 100.0（％） 96.8(％) 2.0(％) 0.7(％) 0.5(％) 

小売業 100.0（％） 94.2(％) 4.0(％) 1.2(％) 0.6(％) 

サービス業 100.0（％） 90.5(％) 3.7(％) 2.5(％) 3.2(％) 

その他 100.0（％） 88.6(％) 4.4(％) 2.2(％) 4.7(％) 

※２：複数の事業を行っている場合には主たる業種について回答したものを集計。以下同じ。 

 

 

②転嫁ができた理由 

【転嫁の状況について「全て転嫁できている」と回答した事業者が最大２つまで選択】 

全体の 93.1％の事業者（8,111社）のうち、回答があったのは 8,022社であった。 

そのうち、「以前より消費税の転嫁への理解が定着しているため」と回答した事業者

が 4,645社（53.3％）。次いで、「消費税転嫁対策特別措置法により消費税転嫁拒否行為

が禁止されているため」が 2,418社(27.8％)、「本体価格と消費税額を分けることによ

り交渉しやすくなったため」が 1,474社（16.9％）となった。 

理 由 

（回答した事業者の割合） 
回答数 

全体の割合 

(8,712社) 

以前より、取引先において、消費税率引上げ分の上乗せを

受け入れる、という理解が定着しているため（57.9％） 
4,645 53.3(％) 

消費税転嫁対策特別措置法により消費税転嫁拒否行為が禁

止されているため（30.1％） 
2,418 27.8(％) 

本体価格と消費税額を分けることにより、交渉しやすくな

ったため（18.4％） 
1,474 16.9(％) 

取引先の業界の景気が良く、取引先が消費税率引上げ分の

上乗せを受け入れてくれやすい環境にあるため（7.0％） 
562 6.5(％) 

自社商品のブランド・競争力が強く、価格決定権が自社に

あるため（5.9％） 
475 5.5(％) 

その他（4.7％） 376 4.3(％) 

                              

 

 



③転嫁ができていない理由 

【転嫁の状況について「一部転嫁できている」、「全く転嫁できていない」と回答した事業者が

最大２つまで選択】 

全体の 4.8％の事業者（418社）のうち、回答があったのは 398社であった。 

そのうち、「自社商品等の競争が激しく価格を引上げると他社に取引を奪われるおそ

れがあるため」と回答した事業者が 151社（1.7％）。次いで、「取引先の業界の景気が

悪く、消費税率引上げ分の上乗せを受け入れる余裕がないと考えられるため」が 114社

（1.3％）、「自社が下請事業者であるなど、取引先との力関係で立場が弱かったため」

が 81社（0.9％）となった。 

理 由 

（回答した事業者の割合） 
回答数 

全体の割合 

(8,712社) 

自社商品等の競争が激しく、価格を引上げると他社に取引

を奪われてしまうおそれがあるため（37.9％） 
151 1.7(％) 

取引先の業界の景気が悪く、消費税率引上げ分の上乗せを

受け入れる余裕がないと考えられるため（28.6％） 
114 1.3(％) 

自社が下請事業者であるなど、取引先との力関係で立場が

弱かったため（20.4％） 
81 0.9(％) 

取引先において、消費税転嫁対策特別措置法の趣旨を理解

していないなど、消費税率引上げ分を上乗せするという意

識がそもそも欠如しているため（11.1％） 

44 0.5(％) 

その他（24.1％） 96 1.1(％) 

 

 

④転嫁についての合意 

【転嫁の状況について「一部転嫁できている」、「全く転嫁できていない」と回答した事業者が

選択】 

回答した事業者 362 社のうち、187 社（2.1％）の事業者が「納得できないが、仕事

を継続したいため、やむなく受け入れている」と回答。次いで、「納得して合意してい

る」が 144社（1.7％）、「納得できていない」が 31社（0.4％）となった。                                 

合意の有無 

（回答した事業者の割合） 
回答数 

全体の割合 

(8,712社) 

納得して合意している（39.8％） 144 1.7(％) 

納得できないが、仕事を継続したいため、やむなく受け入

れている（51.7％） 
187 2.1(％) 

納得できていない（8.6％） 31 0.4(％) 

 

 

 



 

⑤取引先との協議 

【転嫁についての合意で「納得できないが、仕事を継続したいため、やむなく受け入れている」、

「全く納得できない」と回答した事業者が選択】 

回答した 357 社のうち、232 社（2.7％）の事業者が「協議はなかった」と回答。次

いで、「協議はあったが不十分だった」が 64社（0.7％）、「協議があった」が 61社（0.7％）

となった。 

協議の有無 

（回答した事業者の割合） 
回答数 

全体の割合 

(8,712社) 

協議があった（17.1％） 61 0.7(％) 

協議はあったが不十分だった（17.9％） 64 0.7(％) 

協議はなかった（65.0％） 232 2.7(％) 

                                

 

⑥取引先から受けた転嫁拒否行為 

【転嫁の状況について「一部転嫁できている」、「全く転嫁できていない」と回答した事業者が

複数選択】 

回答した 176社のうち、が 82社（0.9％）の事業者が「本体価格での交渉に応じても

らえなかった」と回答。次いで、「価格の交渉時に、消費税率引上げ分の全部又は一部

を上乗せしないとされた」が 66社（0.8％）だった。 

転嫁拒否行為 

（回答した事業者の割合） 
回答数 

全体の割合 

(8,712社) 

価格の交渉時に、消費税率引上げ分の全部又は一部を上乗

せしないとされた（37.5％） 
66 0.8(％) 

代金の支払い時に、消費税率引上げ分の全部又は一部を上

乗せしないとされた（20.5％） 
36 0.4(％) 

取引先から、消費税率引上げ分を上乗せする代わりに商品

を購入するよう又はサービスを利用するよう求められた

（4.5％） 

8 0.1(％) 

本体価格での交渉に応じてもらえなかった（46.6％） 82 0.9(％) 

                                 

 

 

 

 

 

 



（別添） 

 

（１）対象事業者概要 

 

① 従業員規模分布 

全体 5人以下 6～20人 21～50人 51～100人 101～300人 

100.0（％） 72.9 19.1 5.4 2.1 0.5 

40,000（者）  29,162 7,646 2,174 838 180 

 

② 業種分布 

全体 製造業 建設業 運輸業、 

郵便業 

卸売業 小売業 サービス業 その他 

100.0（％） 10.0 11.3 1.8 5.5 16.2 45.7 9.4 

40,000（者） 4,005 4,532 711 2,193 6,488 18,293 3,778 

 

 

（２）回答事業者概要 

 

①従業員規模分布 

全体 5人以下 6～20人 21～50人 51～100人 101～300人 不明 

100.0（％） 51.9 29.9 10.7 4.2 2.2 1.1 

9,832（者） 5,099 2,937 1,056 417 217 106 

 

② 業種分布 

全体 製造業 建設業 運輸業、 

郵便業 

卸売業 小売業 サービス業 その他 

100.0（％） 12.6 11.8 2.4 8.4 12.3 40.4 12.1 

9,832（者） 1,242 1,156 237 826 1,214 3,972 1,185 
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（参考）経済産業省における消費税転嫁対策の主な取組状況 

（１）監視・取締りの対応 

＜公正取引委員会及び中小企業庁における消費税転嫁拒否行為に対する対応状況＞ 

※令和 4年 11月まで 

調査着手 立入検査 指導（注２） 勧告（注３） 措置請求 

１５，０５４件 ９，０３５件 
７，６２１件 

≪２８９件≫（注 1） 

５９件 

≪１３件≫ 
１３件 

 

（注１）公正取引委員会及び中小企業庁の合算。令和 4年 11月までの累計（平成 25年 10月～令

和 4年 11月）。≪ ≫内の件数は，大規模小売事業者に対する指導又は勧告の件数で内数。 

（注２）消費税転嫁拒否行為を行っていると回答した事業者に対する下請代金支払遅延等防止法に

基づく中小企業庁の指導を含む。 

（注３）勧告は，公正取引委員会のみが行う。 

 

＜悉皆的書面調査の実施＞ 

●消費税の転嫁拒否に関する情報を収集するため、中小企業・小規模事業者等に対して

大規模な書面調査を実施（公正取引委員会と合同。平成 26年度から令和 3年度まで実

施）。 
 

＜過去のモニタリング調査結果概要＞ 

●事業者間取引で「全て転嫁できている」と回答した事業者は、平成 26年度・平均 82.7％

から、令和 4年度は平均 93.4％に増加。 

（「全て転嫁できている」と回答事業者：各年度の平均） 

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R4年度 

82.7％ 85.3％ 84.7％ 88.8％ 88.2％ 87.5％ 89.8％ 88.6％ 93.4% 

 

 

（２）広報等の対応 

 

＜ＷＥＢ等を通じた広報＞ 

●中小企業庁では、ＷＥＢ上に広報用リーフレットを掲載。 

※リーフレットは以下の中小企業庁ＷＥＢからご確認ください。 

  https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/torihiki/shouhizeitenka.htm 

 

●これまでの消費税転嫁拒否行為に対する対応実績は、以下の中小企業庁ＷＥＢに掲載し 

ております。 

  https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/torihiki/tenkajisseki.htm 

  

https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/torihiki/shouhizeitenka.htm
https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/torihiki/tenkajisseki.htm
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（３）消費税転嫁特別措置法に基づく主な指導事例 

業種 概 要 

学校教育業 

  専門学校の講師を受託している事業者（特定供給事業者）に対し、令和元年 10 月 1 日以

後も消費税率の引上げ分を上乗せすることなく、消費税込みの委託代金を据え置いてい

た。 

出版業 

自社の出版する雑誌の掲載記事の編集を委託している特定事業者は、当該編集を受託し

ている事業者（特定供給事業者）に対し、当該事業者との価格交渉において本体価格での交

渉の申出があったにもかかわらず、令和元年 10 月 1 日以降も税込価格のみを用いていた。 

建設業 

 リフォーム工事等を委託している特定事業者は、当該工事を受託している事業者（特定

供給事業者）に対し、令和元年 10 月 1 日以後も消費税率の引上げ分を上乗せすることな

く、消費税込みの委託代金を据え置いていた。 

医療業 

 医療器材の保守等を委託している特定事業者は、当該役務を受託している事業者（特定

供給事業者）に対し、令和元年 10 月 1 日以後に受ける当該役務の委託代金について値引き

を要請した。 

不動産賃貸業 

 不動産賃貸業等を営んでいる特定事業者は、駐車場用地あるいは、店舗を貸し付ける賃

貸人（特定供給事業者）に対し、令和元年 10 月 1 日以後も消費税率引上げ分を上乗せする

ことなく、賃料を据え置いていた。 

運送業 

 運送業務を受託している個人事業者（特定供給事業者）との間で、事前に消費税率引上

げ分を上乗せした単価表について合意していたところ、個々の発注の際には、消費税率引

上げ分を上乗せしない委託代金を定めていた。 

情報通信業 

システム開発業務を受託している個人事業者（特定供給事業者）に対し、令和元年 10 月

1 日以後も消費税率引上げ分を上乗せすることなく消費税込みの委託代金を据え置いてい

た。 

翻訳業 
翻訳業務を受託している事業者（特定供給事業者）に対し、令和元年 10 月 1 日以後も消

費税率の引上げ分を上乗せすることなく、消費税込みの業務委託料を据え置いていた。 

小売業 

衣類販売等を営んでいる特定事業者は、当該販売業務を受託している事業者（特定供給

事業者）に対し、令和元年 10 月 1 日以後も消費税率引き上げ分を上乗せすることなく、消

費税込みの委託報酬を据え置いていた。 

食品小売業 

食品小売業等を営んでいる特定事業者は、当該食材配達を受託している事業者（特定供

給事業者）に対し、令和元年 10 月 1 日以後も消費税引き上げ分を上乗せすることなく、消

費税込みの業務委託料を据え置いていた。 

製造業 
図面作成業務を受託している事業者（特定供給事業者）に対し、 令和元年 10 月 1 日以後

も消費税率の引上げ分を上乗せすることなく、消費税込みの業務委託料を据え置いていた。 

貸金業 

カードの新規入会募集業務等を受託している事業者（特定供給事業者）に対し、令和元年

10 月 1 日以後も消費税率の引上げ分を上乗せすることなく、消費税込みの委託手数料を据

え置いていた。 

映像配給業 
字幕翻訳業務を受託している事業者（特定供給事業者）に対し、令和元年 10 月１日以後

も消費税率の引上げ分を上乗せすることなく、消費税込みの業務委託料を据置いていた。 

ガス業 

ＬＰガスメーターの検針及び集金業務を委託している特定事業者は、当該役務を受託して

いる事業者（特定供給事業者）に対し、令和元年 10 月 1 日以降も消費税率引上げ分を上乗

せすることなく、消費税増税前に定めた単価表に基づき、消費税込みの委託代金を据え置い

ていた。 
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